
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆小売、流通、外食を中心に増加 

先日、衣料専門チェーン「ユニクロ」を運営する株式

会社ファーストリテイリングが、現在約３万人いるパー

ト社員・アルバイト社員のうち、半数以上の約１万6,000

人を今後２～３年かけて正社員に登用していくことを

発表したとの報道がありました。 

同社以外にも、流通業や外食産業などにおいて、大手

企業を中心に「正社員化」の動きが広がっているようで

す。 

 

◆「正社員化」のねらい 

この「正社員化」の広がりの背景には、以下のような

企業の思惑があるようです。 

・「経験豊富な非正規社員のノウハウを活用したい」 

・「待遇改善によって優秀な人材を定着させたい」 

・「景気回復の影響による人材不足状態を解消したい」 

・「社員のやる気をアップさせて業務の質を高めたい」 

 

◆「限定正社員」の活用 

なお、ファーストリテイリングでは、勤務地限定（店

舗限定）で働くことができ、雇用期間に定めのない「限

定正社員」の仕組みを取り入れるとのことです。 

この「限定正社員」は、正社員と非正規社員の中間に

位置する雇用形態であり、勤務地の限定のほか、職種・

職種や労働時間などを限定するものもあり、最近では

「多様な正社員」や「ジョブ型正社員」などとも呼ばれ

ています。 

現在、「限定正社員」の仕組みを積極的に取り入れて

いこうとする政府・厚生労働省の動きがありますが、何

らかの「限定」があることにより、通常の正社員よりも

待遇（賃金水準）が低く設定されることが一般的です。 

 

「非正規社員の正社員化」の動きと 

「限定正社員」 

◆「限定正社員」に対する懸念 

限定正社員には、育児や介護が必要なため「自宅の近

くでしか働けない」「長時間は働けない」等、正社員と

して働くことに何らかの制約のある人に対して「正社

員」の道を開くメリットがあるとされています。 

しかし、「賃金を低く抑えるための口実として使われ

る」「通常の正社員よりも解雇されやすい」などといっ

た懸念の声も挙がっています。 

 

 

ハローワークの求人票に苦情多数！  

厚労省が対策強化 

◆7,000 件以上の苦情 

ハローワーク（公共職業安定所）で公開している求人

票の記載内容が、実際の労働条件とかけ離れているとい

う苦情が多いようです。 

いわゆる「ブラック企業」が社会問題となっている昨

今、求人票との食い違いがブラック企業への入り口にな

っているとの指摘を受け、厚生労働省が平成 24 年度に

全国のハローワークに寄せられた申出について調査し

たところ、求人票の記載内容と実際の労働条件が異なる

といった申出が 7,783 件に上ったそうです。 

 

◆どんな苦情が多かったか？ 

求人票の記載内容に関する求職者からの申出・苦情等

の具体的な内訳を見てみると、「賃金に関すること」
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（2,031 件）、「就業時間に関すること」（1,405 件）、「選

考方法・応募書類に関すること」（1,030 件）が上位を

占めました。 

その他にも、「雇用形態」「休日」「社会保険・労働保

険」に関することなどについての苦情も多かったようで

す。 

 

◆厚労省が相談を呼びかけている事例 

厚生労働省では、ハローワークで公開している求人票

の記載内容が実際の労働条件と大きく違っていた場合

には、「ハローワーク求人ホットライン」で相談を受け、

事実確認のうえ、会社に対し是正指導を行っていくとの

ことです。 

具体的に同省が相談を呼びかけている事例としては、

「面接に行ったら求人票より低い賃金を提示された」、

「採用の直前に求人票にはなかった勤務地を提示され

た」、「『あり』となっていた雇用保険、社会保険に加入

していない」などが挙げられています。 

 

◆記載内容をめぐる具体的な対策 

これらの状況を踏まえ、今後は以下の対策を行い、求

人票の記載内容の正確な把握に努め、求職者の期待と信

頼に応えられる職業紹介・就職支援を行っていくそうで

す。 

（１）ハローワーク求人ホットライン（求職者・就業者

専用）の開設 

（２）ホットラインへの申出について事実確認と必要な

指導などを徹底 

（３）申出の集計・分析を行い、未然防止策の検討・実

施に活用 

～当事務所よりひと言～ 

 今年の花粉の飛散量は昨年より少ないそうです

が、皆様いかがお過ごしですか？ 

 さて、今回は雇用保険法の一部に改正がありまし

たので、平成 26 年 4 月 1 日施行の主な事項につい

てお知らせいたします。 

● 育児休業給付の充実 

 育児休業給付金は、平成 26 年 4 月 1 日以降に

開始する育児休業からは、育児休業を開始して

から 180 日目までは、休業開始前の賃金の 67％

となります。（これまでは全期間について 50％） 

 181 日目からは、従来通り休業開始前の賃金の

50％を支給します。 

 ※支給額には上限額、下限額などがあります。 

 

● 就業促進定着手当の新設 

 支給対象者は、平成 26 年 4 月１日以降の再就

職で、 

① 再就職手当の支給を受けていること 

② 再就職の日から、同じ事業主に 6 か月以上、 

雇用保険の被保険者として雇用されていること 

③ 所定の算出方法による再就職後 6 か月間の 

  賃金の 1 日分の額が、離職前の賃金日額を下回  

  ること 

   上記の要件をすべて満たしている方に、基本手 

   当の支給残日数の 40％を上限として、低下した 

   賃金の 6 か月分を支給します。 

 

 

 

 

5 月の税務と労務の手続提出期限 

［提出先・納付先］ 

12 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付［郵便局

または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前月以降に

採用した労働者がいる場合＞ 

［公共職業安定所］ 

○ 労働保険一括有期事業開始届の提出＜前月以降に

一括有期事業を開始している場合＞ 

［労働基準監督署］ 

   

6 月 2 日 

○ 軽自動車税の納付［市区町村］ 

○ 自動車税の納付［都道府県］ 

○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］ 

○ 日雇健保印紙保険料受払報告書の提出［年金事務

所］ 

○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告書

の提出［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況報告（雇用保険の被保険者でない場

合）＜雇入れ・離職の翌月末日＞［公共職業安定所］ 


